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トップインタビュー

　就任１年目は、将来の成長に向けて事業開発と人材育成、組織
開発を重点的に進めてきました。インド、ベトナムでの事業開発
や人事制度の見直し、タウンホールミーティングの実施等を�
通じて、少しずつ手応えを感じています。
　２年目となる2025年は、さらに事業開発を拡大するとともに、
それらを担う人材の確保と育成に取り組み、グループの企業�
価値向上に繋げていきます。

改めて感じた、長年培われてきた
地域社会からの信頼

　当期は、世界情勢の不安定さに起因する安定供給の重要性は
そのままに、さらに日米金利差の拡大に伴う円安の影響を強く
受けました。都市ガスにおいては、小売事業者間の競争が引き
続き進み、電力については、新たに需給調整市場が創設され、�
電源の自社保有の重要性・優位性が増大しました。
　このような事業環境の中、ガス販売量は、家庭用では暖冬と
エネルギー価格上昇による使用控えの影響などにより減少しま
したが、業務用での夏場の高気温による空調需要増加や工業用
での新規顧客開拓などにより増加し、全体では前期を上回りま
した。電力販売量は、使用中戸数の増加などにより、前期を上回
りました。このように販売状況は堅調でしたが、原料費調整制度
によるスライドタイムラグの影響などで、前期に比べ減収減益
の決算となりました。（P7「2024年業績ハイライト」参照）

事業環境の変化や制度変更に対応し、
ガス・電力の販売は堅調に推移

地域社会からの信頼をもとに事業領域を拡大し
多様なニーズに応えるソリューションを提供します

社長就任から２年目を迎えました。これまでの重点的
な取り組みの成果と手応えを聞かせてください。 2024年度の事業環境と業績の総括をお願いします。

　当社グループの強みとしては、創業以来100年以上の歴史に
裏付けられた事業における信頼と、強固な財務基盤が挙げられ
ます。
　これまで築いてきた信頼から、当社グループであれば事業を
継続して成長させてくれるという周囲からの期待を感じてい
ます。最近では、事業承継問題を抱える地域の企業からの引き
合いをいただいています。また、国内外での事業拡大を通じて、
金融機関等からM&Aやアライアンス等の提案が増えてきてい
ます。こうした機会を捉え、財務基盤の強さを活かしながら、事
業領域の拡大に取り組んでいきます。

社長として改めて感じた静岡ガスグループならではの
強みや可能性を教えてください。

新たなグループ企業理念に込められた
持続可能な社会実現への決意

新しいグループ企業理念について教えてください。

　2025年1月に、新たな企業理念「エネルギーを中心とした
グループ総合力で、豊かで持続可能な未来を追い求めます」を
公表しました。このたび企業理念を刷新した背景には、環境へ
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の配慮や持続可能性が重視される時代への変化があります。
これまで掲げてきた「地域社会の発展に寄与するために」という�
旧企業理念が制定されたのは高度成長期であり、オイルショック�
や公害問題なども経験した大量生産・供給の時代でした。
　そして時代が進み、当社グループが求められる役割は変化し
てきています。その中で、新たな企業理念では「豊かで持続可能
な未来」というキーワードを重視しました。地域のインフラを
担う企業として、地域社会の発展に寄与することは責務であり、
都市ガス、LPG、電力を扱うエネルギー企業として、カーボン
ニュートラルや地球温暖化問題への対応、さらにその先にある
循環経済への貢献を通じて新たな社会的価値の創出を目指し
ていきます。

　2021年に策定した「グループ2030年ビジョン」は、2030年
に「地域共創の実現へ」を掲げ、それまでを3つの期間に区分し
ています。最初の3年（2022〜2024年）は「信頼のブランド強
化」、次の3年（2025〜2027年）は「事業領域の拡大」、最後の3
年（2028〜2030年）は「新たなつながりでの共創実践」を重点
施策として取り組んでいます。
　2025年からの「事業領域の拡大」では、基盤事業における効
率化・高度化と、成長事業への積極的なM＆Aを両輪で進めて
いく方針です。

　都市ガス事業については、工業用では、お客さまの新規開拓
に取り組みながら、市場の成熟が進んでいるため、既存のお客
さまに対するコージェネレーションや太陽光発電の提案など
行い、お客さま1件あたりのシェア拡大も図っていきます。業務
用では、ビル管理サービスやO＆M（運用・保守管理）など周辺
事業への展開も推進していきます。
　LPG事業では、戸建て住宅分野での獲得強化とM＆Aによる
事業拡大を推進していきます。
　電力事業については、環境価値を活用した新料金メニューや
省エネ診断サービスなどを提案し、新たなお客さま層の獲得に
努めます。
　再生可能エネルギー事業については、引き続き太陽光発電と
バイオマス発電の電源開発に取り組みながら、実用化が期待さ
れているペロブスカイト型太陽光発電の一般家庭への普及に
向けた準備を進めています。
　海外事業については、ベトナムでの太陽光発電事業、インド

「グループ2030年ビジョン」について、
改めてご説明願います。

各事業における取り組みや成果、今後の戦略について
ご説明ください。

代表取締役
社長執行役員（COO）

松本 尚武

それぞれの事業の強みを活かし事業拡大を目指す
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　当社グループでは、データ分析と可視化、業務の標準化と自
動化、新たな顧客価値創造の3つを柱にDX化に取り組んでいま
す。ツールの導入による作業の効率化やデータの可視化、基幹
系システムの見直しに加え、お客さまに対してはデジタルマー
ケティングやウェブプロモーションを強化しています。そのた
め、役員、管理職、社員等の階層別研修を通じて、デジタルスキ
ルの習得と向上を図っていきます。
　人的資本経営では、積極的にチャレンジする社員が評価され
る制度への見直しや、社員一人ひとりのキャリアデザインに合
わせた人材育成の取り組みなど人事制度を刷新しました。また、
役員による社員とのタウンホールミーティングや1on1ミー

　2024年度は中間および期末配当を合わせて、1株当たり年間
配当金を前期の25円から40円に増配しました。既存事業の収
益拡大、M&Aによる利益成長を見込み、2030年の配当目標を
前倒ししました。
　また、当社は配当方針を変更し、累進的配当を継続して行う
こととしました。これまでも安定配当を基本方針に増配を継続
してきたことを踏まえ、配当方針として明確化したものです。
　グループ2030年ビジョン達成を目標に、さらなる成長と�
利益還元を進めていきます。
　今後も積極的にIR活動を展開し、株主・投資家の皆さまとの
対話を重視した取り組みを進めてまいります。引き続き、より
一層のご理解とご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げ
ます。

人的資本経営の推進と
地域社会への貢献活動に注力

株主との積極的な対話を重視し
利益拡大に即した配当を継続する

ティング等により組織開発を進め、ボトムアップ型組織の構築
に取り組んでいきます。
　環境問題の対応については、積極的に再生可能エネルギー電
源を開発するとともに、排出権取引への対応や都市ガスのカー
ボンニュートラル化に向けた検討を進めていきます。
　地域社会への貢献活動では、地域づくり、環境・安全安心、教
育、文化、スポーツといった分野を柱に地域貢献活動を積極的
に行っています。具体的には、「シズガスの森」の植樹・保全活
動や富士山静岡交響楽団、プロスポーツ団体への協賛、ボラン
ティア活動などに取り組んでいます。　将来の成長分野として、電力・再生可能エネルギー事業、海

外事業、ハウジング（不動産）事業の3つを特に重視しており、人
材も含めた経営資源を重点的に投入していく方針です。
　ハウジング事業においては、従来のリフォーム分野や新築分
野に加え、2024年にはSweets Investment社をグループ会社
に迎え、空き家買取、土地活用の分野にも参入しました。引き続
き、M&Aを活用した事業の拡大を進めていきます。

事業ポートフォリオの多角化に関して、今後の方向性を
教えてください。

現在の経営課題や環境問題への対応、地域社会への貢献
についてお聞かせください。

2024年度の配当実績と今後の株主還元の方針について
教えてください。

でのバイオガス生成・販売事業への出資や現地子会社の設立
など、着実に進展しています。また、米国におけるシェールガス
開発事業にも取り組みはじめました。
　こうした取り組みを進めていくために人材の確保と育成を
進めていきます。

トップインタビュー
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　2025年1月1日付で、新たなグループ企業理念を策定しました。

新たなグループ企業理念の策定について

エネルギーを中心としたグループ総合力で、
豊かで持続可能な未来を追い求めます

新グループ企業理念

　創業以来、私たちは事業活動を通して「地域社会の発展」に貢献してきました。
これは、これからも変わらない、私たちが「社会に存在する意義」です。�
一方で、私たちの社会的な役割や地域社会からの期待は大きく進化�
しています。この期待に応えていくため、未来に向けて私たちも�
進化し続けていく必要があると考え、ここに新たなグループ�
企業理念を策定しました。
　静岡ガスグループは社会の大きな変化を見据え�
ながら、これからもお客さまとともに歩み、豊かで
持続可能な未来の実現に貢献してまいります。
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中期経営計画（2025年〜2027年）

持続可能なくらしやすい地域の実現へ
2050年

地域共創の実現へ
2030年～

新たなつながりでの共創実践
2028-2030年

事業領域の拡大
2025-2027年

信頼のブランド強化
2022-2024年

現在※

※2021年12月公表時点

● �本中期経営計画の3か年は、グループ2030年ビジョンに掲げた「地域共創」の
具現化に向け、「ホップ（助走）＝信頼のブランド強化」の次段階として、�
「ステップ（踏み込む）＝事業領域の拡大」を本格展開する期間です。

● �成熟化が進む基盤事業においても、DX・プロセス改革・他社との連携等によって
成長できる分野がまだまだ多く存在することから、一段の効率化とさらなる成長
の両方を追求します。

● �将来の利益の源泉となる成長事業は、人・金等の経営資源をこれまで以上に積極
的に投入するとともに戦略的パートナーとの連携をさらに進めることで、加速度
的な成長を実現させます。

目指す姿
「信頼のブランド強化」から「事業領域の拡大」へ

各事業の具体的な取り組み

● �コジェネの拡大により、エネルギー高度利用を推進します。
● �工業用、業務用で、3か年累計170百万㎥超を開拓します。
● �LPGについて、戸建開拓へのシフトと販売店のM＆A等

により使用中戸数を拡大させます。

都市ガス・LPGの普及拡大・高度利用の推進によるCO₂削減

都市ガス・LPG事業

● �環境価値を活用した新料金メニューやデマンドレスポンス、
省エネ診断等を活用し、新たなお客さま層を獲得します。

● �ガスエンジンや蓄電池等への設備投資により、電力需要
増にも対応しつつ、マーケット環境に応じて、供給力を
柔軟に供出することで収益を拡大させます。

お客さま基盤の拡大・調整力の増強

電力事業

2025年
計画

2026年
計画

2027年
計画

170超

都市ガス・LPG累計開拓量

うち、コジェネ
（単位：百万㎥）

2024年
実績

155

338

2025年
計画

170

370

2026年
計画

240

422

2027年
計画

297

475

97
115

132
149

販売量（単位：百万kWh）
使用中戸数（単位：千戸）

小売販売量・使用中戸数計画

高 圧

低 圧
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投資計画 売上高・経常利益計画

8%基盤事業 71%
電力・再エネ・海外等
成長事業

13%基盤事業
天然ガス普及開拓
投資、くらしサービス、
エンジニアリング
サービス等

基地・高圧幹線・
既存パイプライン強靭化

7%その他

930億円
2025年～2027年
総投資額

2024年
実績

2025年
計画

2026年
計画

2027年
計画

為替レート （円/$） 150.9 150.0 150.0 150.0

原油価格 CIF（JCC）（$/bbl） 84.0 85.0 85.0 85.0

2,022 2,048
2,526

2,295

2025年
計画

2026年
計画

2027年
計画

2024年
実績

売上高
（単位：億円）
＊億円未満切捨て

経常利益

2025年
計画

2026年
計画

2027年
計画

2024年
実績

130
109

94

124

経常利益
（単位：億円）
＊億円未満切捨て

● �電力・再エネ・海外等、成長事業への投資をさらに加速します。
● �基盤事業拡大のための投資を継続します。

基盤事業への継続的投資と成長投資の加速

● �アセット投資による収益の安定化と、国内でのこれまで
のノウハウを活かしたバリューチェーン事業の拡大を
両輪で推進します。

● 低炭素化に貢献する天然ガス事業への参画・開発を進めます。
● �インドにおけるバイオガス生成・販売事業の横展開を

進めます。

● �お客さまの再エネニーズに対応するべく、太陽光発電
の開発を加速させていきます。

● �バイオマスは既存プロジェクトを着実に推進し、地域
バイオマス等の新規プロジェクトにも取り組みます。

● �その他、風力・水力発電などへのポートフォリオ拡大
に取り組みます。

東南アジア、南アジアを中心とした事業展開の加速

海外事業

「2030年末の再エネ累計開発容量：20万kW」実現に向けた電源開発

再生可能エネルギー事業

11.9

3.7

2024年
実績

7.2

2025年
計画

2027年
計画

9.6

2026年
計画

再エネの累計稼働容量計画
（単位：万kW）

会 社 名 My son-Hoan Loc Viet Solar 
Energy JSC

事 業 内 容 ニントゥアン省における太陽
光事業50MWの管理・運営

ベトナムにおける再エネ取得 インドでの事業拡大

SHIZUOKA GAS 
INDIA PRIVATE 

LIMITED
（ハリヤナ州）
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2024年2023年2022年

2024年2023年 2024年2023年2022年

1,5821,558
1,672 491

457

2,0222,1402,073

2022年

130

200

497

94

1.6%
増

5.5%
減 34.8%

減

6.8%
増

2024年2023年2022年

36.1万件36.1 36.1 9.7万件
8.8

お客さま件数※ お客さま件数※
9.1

百万㎥
1,582

億円
2,022

POINT 1

百万kWh
490

億円
130

POINT 2

POINT 3 POINT 3

※お客さま件数は設備戸数。 ※お客さま件数は使用中戸数。

（単位：百万㎥（45MJ））ガス販売量 電力販売量 （単位：百万kWh）

経常利益売上高

静岡ガス　IR 検索
スマートフォンでもご覧いただけます➡https://ir.shizuokagas.co.jp/ja/ir/Top.html

詳しい情報は静岡ガスのIRページへ

（単位：億円）（単位：億円）

（卸売を除く）

2024年業績ハイライト
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1,547

1,144

2023年

1,594

996

2022年

1,239

921

2021年

1,702

1,255

2024年

69.4%
58.2%

69.6% 69.4%

総資産・純資産
■ 総資産　■ 純資産 自己資本比率

（単位：億円）

業績、株主資本配当率（DOE）等を勘案し、累進的かつ継続
的に株主さまへの還元を充実していきます。
なお、配当性向に関しては、3割を目標水準といたします。

配当方針 0

10

20

30

40

（円）

2024年

9.0

2021年

18
9.5

2022年

19
10.0 13.0

2023年

25

40

20.5

2025年

（予想）

（予想）

41

配当金の推移

POINT

2025年度予想年間配当金
（中間20.5円+期末20.5円）

2024年度年間配当金 1株につき 40円

1株につき 41円

（中間13円+期末27円）

ガス販売量は工業用の新規顧客開拓などにより、前期 
を上回りました。

1

電力販売量は家庭用の使用中戸数増加などにより、前期
を上回りました。

2

売上高、経常利益は、ガス販売量が増加したものの原料費
調整制度（スライドタイムラグ）によるガス販売単価の
下方調整等により、前期を下回りました。

3

　都市ガスの主原料であるLNG（液化天然ガス）などの原料価格は、為替レート
や原油価格などの影響によって変動します（右記グラフの赤線）。原料費調整
制度は、この為替レートや原油価格などの影響で変動する原料価格を適切に
ガス料金（右記グラフの青線）に反映させる制度です。原料価格は、3～5か月
後のガス料金に反映されるため、一定期間（会計年度）においては期間損益の
変動要因（スライドタイムラグ）となります。
　当期は、原料価格が年末にかけて下落傾向であったため、期間損益にプラス
の影響（差益）を与えたものの、前期に比べ差益幅が縮小しました。

【ご参考】原料費調整制度とスライドタイムラグ

2022年 2023年 2024年

原料価格（LNG）ガス料金

差益

差損

図：3か年のスライドタイムラグイメージ
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組織体制改編について

旧組織図 新組織図
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　当社は、「グループ2030年ビジョン」の達成に向け、事業領域の拡大を進めるため、成長分野である海外事業と電力・再エネ事業を
より機動的に推進することを目的に、組織を改編しました。

▶ 改編日
	 2025年1月1日

▶ 改編の内容
	 グローバル・エネルギー本部
�	 ・�「グローバル・エネルギー本部」を

「海外・資源本部」と「ガス＆パワー
本部」に改編

	 ・「戦略推進部」を廃止
	 ・�「電力・環境部」を「電力・再生可能

エネルギー部」に改称

▶ 新たに設立した本部のミッション

組織改編の目的1

本部名 内容

海外・
資源本部

�1．�国内外においてLNGバリューチェーンの拡大を図り、都市ガス原料
としての価値に加えて、新たな付加価値を創造して当社グループの
収益を拡大する。

2．�当社グループの新たなる成長ステージを築くため、海外において�
当社グループのノウハウを活かした事業の開発、推進を行う。

ガス＆パワー
本部

1．�地域へのS＋3E（安全性＋安定供給・経済効率性・環境性）を�
満たすガスと電力によるエネルギー供給を追求し、実現させる。

2．�グリーントランスフォーメーション（GX）の実現に向け、次世代�
エネルギーの追求および再生可能エネルギーの開発を推進する。

3．�基地事業および電力・再生可能エネルギー事業を通じ、地域と�
ともにカーボンニュートラルの達成に取り組む。

改編の概要2

新旧組織図3
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Interview

海外展開の牽引役として
事業開拓に取り組んでまいります

執行役員
海外・資源本部長 辻 晃

国内事業で培ったノウハウを活用し、
海外で新事業を展開していく

　今回の組織改編により誕生した海外・資源本部では、�
国内事業で培ったノウハウを活用することで現地企業や�
政府系機関との協業も含めて海外での事業立ち上げを先導
する役割を担います。将来これらのビジネスが成長していく
ことで、国内外でのLNGの融通など既存事業とのシナジーも
見込めるため、他の事業本部とも連携し、さらなる事業規模
の拡大を目指します。
　現時点ではインドネシア、タイ、インド、ベトナムなど�
アジアを中心に事業展開し、天然ガス供給販売事業や太陽
光発電による売電事業などのエネルギー事業を手がけてい
ます。国内事業での知見を活かしつつ、各国の文化や慣習に
合わせた形で事業展開を進めています。こうした海外での
実績を積み重ねることで現地での信頼を獲得し、新たな�
事業展開に結びつけていきます。

チャレンジ精神を持って
アジアから世界へ事業エリア拡大を目指す

　今後の目標としては、まずインド現地子会社SHIZUOKA 
GAS INDIA PRIVATE LIMITEDの早期収益化と、東南アジ
アでの事業拡大を目指しています。また、米国におけるイー
グルフォード・シェールガス開発事業を足掛かりに、米国
でのさらなる事業展開を検討します。海外での取り組みが
増えていく中でも、地域に根差した当社グループならでは
の強みを活かしながら活動していきます。
　当本部の運営においては「為せば成る」の精神で、各社員
に適度な裁量を与え、失敗を恐れず新しいことに挑戦でき
る、チャレンジ精神あふれる組織文化を築いていきます。
　これらの取り組みを通じてより強固な事業基盤を構築し、
グローバルに活躍できる企業を目指します。
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Interview

迅速な意思決定を活かして
事業規模の拡大を目指す

　ガス＆パワー本部は、電力・再生可能エネルギー事業の
機動的な意思決定と事業拡大を目的とした組織改編により
設立されました。
　再生可能エネルギー事業は、変動する事業環境に迅速に
対応していくとともに、2030年までに発電量を200MWh
まで拡大する目標を掲げ、さまざまなパートナーとの連携
を進めていきます。太陽光発電やバイオマス発電の開発に
加え、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）など、地域
の農業支援と再生可能エネルギー普及の両立にも取り組ん
でいきます。

さまざまなパートナーと協業し
次世代エネルギー開発に取り組む

　当面は、事業の基本であるS+3E（安全性+安定供給・経済
効率性・環境性）の強化・徹底に取り組みながら、再生可能
エネルギー事業への投資を加速させ、蓄電池事業などを�
通じた需給バランスの効率化・最適化を図っていきます。
さらに、メタネーションの素材開発やCO2吸収、ペロブス�
カイト型太陽光発電などの次世代技術の研究を進めるため、
他社との連携も積極的に図ります。
　本部の組織運営においては、社員一人ひとりが存在意義
を実感できる環境づくりを心がけ、Creativity（創造性）、
Collaboration（協働）、Communication（コミュニケー
ション）の3Cを大切にして、新しい価値の創造に取り組み
ます。そして地域社会への貢献とエネルギー事業の発展を
両立させ、持続可能な社会の実現に邁進していきます。

地域社会への貢献と
エネルギー事業発展の両立を目指します

常務執行役員
ガス＆パワー本部長 金田 裕孝
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トピックス　海外・資源本部

インドでの現地子会社の
設立について

ベトナムにおける
太陽光発電事業への参画について

シェールガス開発事業の権益取得について

　当社は、インドにおける事業拠点として、現地子会社
SHIZUOKA GAS INDIA PRIVATE LIMITED（以下、
シズガスインディア）を設立しました。なお、当社が�
海外に子会社を設立するのは、シンガポールに続き�
2例目です。
　インドにおける経済成長と人口増加に伴うエネルギー
需要の増大や低炭素化に対応するため、これまで天然
ガス供給事業への参画やバイオガス生成・販売事業への
参画の準備をしてきました。シズガスインディアの設
立により、より機動的でタイムリーなエネルギー事業
開拓や現地出資先企業との連携強化を行い、インドで
の事業展開を加速させていきます。
https://www.shizuokagas.co.jp/page.jsp?id=50901

　当社は、ベトナムで再生可能エネルギー開発を進める
Hoan Loc Viet Joint Stock Company（以下、HLV社）から、
HLV社の関連会社で太陽光発電所の管理・運営をする�
My son-Hoan Loc Viet Solar Energy JSCの株式の内25％
分を取得することについて、同社と最終合意し、ベトナムで太陽
光発電事業に参画します。当社のベトナムにおける事業展開
は初となります。
　ベトナムでは、経済成長に伴い電力需要が増大していますが、
発電インフラの整備が追い付かず、慢性的な電力不足が社会
課題となっています。当社はHLV社との連携を通して、ベトナム
における電力不足解消と再生可能エネルギー開発を推進する
とともに、持続的な経済成長に貢献します。
https://www.shizuokagas.co.jp/page.jsp?id=51133

　当社は2025年2月21日、Tokyo Gas America Ltd.の完全子会社であるTG Eagle Ford Resources LP（以下、TGER社）と、
米国のシェールガス開発事業（以下、本事業）の権益取得に関する基本合意書を締結しました。本事業は、米国テキサス州南部
ウェブ郡・ラサール郡のイーグルフォード層他において、オペレーター※1であるルイスエナジーグループ、ノン・オペレーター※2�

であるTGER社およびBPXエナジーの主に3社が共同で権益を保有するものです。このたび当社が取得する権益は、TGER社が
保有する権益の全部（主に3社が共同保有する権益全体の25％）に該当します。当社にとって北米での事業参加と天然ガス上流
分野※3への進出は、いずれも初の事例となります。当社現地法人持分のシェールガス生産量は、LNG換算で約40万トン／年�
（20年平均）を見込んでおり、生産物は米国の市場へ販売�
する計画です。本事業を足掛かりに、米国でのさらなる事業
展開を検討します。
※1 石油・ガスの採掘や生産に技術者や作業員を雇用の上、直接関与する企業のこと
※2 石油・ガスの採掘や生産に直接関与せず、資金提供や採掘権を有する企業のこと
※3 石油・ガスの探鉱・開発・生産を指す

【米国シェールガス分布図と対象鉱区】
出典：米国連邦政府（Energy Information Agency）
https://www.shizuokagas.co.jp/file.jsp?id=51377
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　当社のグループ会社で電力事業を展開する静岡ガス＆パワー株式会社が出資参画する山形県の鳥海南バイオマス発電所�
および静岡県袋井市の遠州フォレストエナジー発電所は2024年11月に商業運転を開始しました。今回が、静岡ガスグループ�
として初めてのバイオマス発電所の商業運転となります。鳥海南バイオマス発電所は輸入木質ペレットを主な燃料とする出力
規模52,900kWの専焼バイオマス発電設備であり、遠州フォレストエナジー発電所は主に静岡県産の未利用間伐材、剪定枝等
を中心とした国産材を100％利用した発電出力7,100kWの木質専焼の地産地消型バイオマス発電所となります。
　当社グループは2030年ビジョンの達成に向け今後も再生可能エネルギー電力の開発に積極的に取り組み、持続可能な社会
の実現と地域社会のさらなる発展に貢献していきます。

　静岡ガス＆パワー株式会社は、静岡ガス静岡支社（静岡市駿河区
池田）において、系統用蓄電池の設置に向けた工事を2025年中に
着工し、2027年度の運用開始を目指します。カーボンニュートラル
社会の実現に向けて、太陽光発電や風力発電などの再生可能�
エネルギー設備の導入が加速する中、再生可能エネルギーによる
発電は発電量が天候に大きく左右されることから、電力需給バラ
ンスの調整力として系統用蓄電池の重要性が高まっています。�
系統用蓄電池事業に参入することで、自社の調整力を増強し、電力
の安定供給および再生可能エネルギーのさらなる普及拡大に貢献
します。
https://www.shizuokagas.co.jp/file.jsp?id=51281

バイオマス発電所の運転開始

系統用蓄電池事業への参入について

トピックス　ガス＆パワー本部

設置場所 静岡県静岡市駿河区池田28
（静岡ガス静岡支社構内）

出力 13,000kW
容量 46,900kWh

蓄電池種別 リチウムイオン電池
（株式会社パワーエックス製）

遠州フォレストエナジー
https://www.shizuokagas.co.jp/file.jsp?id=51201

鳥海南バイオマス発電所
https://www.shizuokagas.co.jp/page.jsp?id=51150
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　2024年中間報告書において、ハガキおよびwebで実施しました株主通信アンケートにつきまして、今回より完全web化
となりました。下記QRコードおよびURLからご回答いただきますようお願いいたします。
　株主の皆さまからの貴重なご意見、ご要望を今後の事業活動等の参考にさせていただきます。今後ともアンケートへの
ご協力をお願いいたします。

　株主の皆さまの日頃からのご支援への感謝と、当社事業に対するご理解をより深めていただくことを目的に
「株主さま向け施設見学会」を開催いたします。

対象 2024年12月末時点で100株以上を保有する株主 
さま

見学場所
清水エル・エヌ・ジー株式会社　袖師基地

静岡県静岡市清水区袖師町1900番地

実施日時

①2025年6月17日（火）14：00～16：00
②2025年6月20日（金）14：00～16：00
③2025年6月24日（火）14：00～16：00
④2025年6月27日（金）14：00～16：00

募集人数
各20名程度（ご同伴者さまを含む）
※ご同伴者1名（小学生以上）を含めた2名までご参加が可能です。
　ご応募の際にご同伴者さまの有無をご選択ください。

集合場所 JR静岡駅または清水駅
（詳細は当選者さまにご案内いたします）

応募方法
上記QRコードに必要事項をご入力のうえ、ご応募 
ください。
※2025年4月末日入力分まで

抽選
応募多数の場合は、抽選とさせていただきます。
当選者さまへのご連絡のみとさせていただきます。
（5月上～中旬頃に郵送にてご連絡予定）

その他

※�参加費は無料となりますが、ご自宅から集合場所までの往復�
交通費、宿泊費等は、株主さまのご負担とさせていただきます。

※�駐車場はご用意しておりません。
※�複数日時に応募いただいた場合、見学会にご参加いただけるのは、
実施日時のうちいずれか1日のみとなります。

※�当選した権利を他人に譲渡することや、金銭と交換等することは
できません。

※�天候、見学施設の事情等により、やむを得ず見学会を延期・中止
する場合がありますので、あらかじめご了承ください。なお、�
見学会を延期・中止する場合には、郵送または電話にてご連絡
させていただきます。見学会の延期・中止または変更により�
株主さまに生じる費用等については、株主さまのご負担となります。

お知らせ

株主通信アンケート完全web化のお知らせ

清水エル・エヌ・ジー株式会社袖師基地見学会のご案内

01

02

https://krs.bz/shizgas/m/shareholder-survey_202503
URL

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

回答期限 2025年4月1日～6月30日までにご回答をお願いいたします。
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会 社 名 静岡ガス株式会社

設 立 1910年（明治43年）4月16日

資 本 金 6,279百万円

事 業 内 容

都市ガスの製造・供給および販売
LPGの販売
発電および電力の販売
リフォーム、ガス機器販売、ガス工事　等

事 業 年 度 1月1日から12月31日まで

定 時 株 主 総 会 3月

基 準 日 定時株主総会・期末配当� 12月31日
中間配当� 6月30日

株主名簿管理人
みずほ信託銀行株式会社
〒100-8241
東京都千代田区丸の内一丁目3番3号

郵 便 物 送 付 先
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号

電 話 照 会 先 0120-288-324（フリーダイヤル）

公 告 の 方 法
電子公告により公告します。
（https://www.shizuokagas.co.jp）
＊ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

1単元の株式数 100株

証 券 コ ー ド 9543

個人・その他
18.8%

証券会社
1.5%

金融機関
16.0%

その他国内法人
53.2%

外国人
10.5%

会社概要 株主メモ

発 行 可 能 株 式 総 数 240,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 76,192,950株

株 主 数 11,043名

株式の状況

所有者別株式分布状況

※自己株式（933千株）を控除して計算しております。

静岡市駿河区八幡一丁目5番38号
https://www.shizuokagas.co.jp

　住所変更、単元未満株式の買取・買増等について　
株主さまの住所変更、単元未満株式の買取・買増請求その他各種お手続き�
につきましては、口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。

　未受領の配当金について　
未受領の配当金につきましては、みずほ信託銀行およびみずほ銀行の�
本店・全国各支店にてお支払いいたします。
なお、配当金は、支払開始の日から満3年を経過しますと、当社定款の�
定めによりお支払いできなくなりますので、お早めにお受取りください。

　その他のお問い合わせ　
静岡ガス株式会社　コーポレートサービス本部　総務部　総務担当
☎︎054-284-4141


